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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２０１２年度 第１四半期（２０１２年４月１日～６月３０日）の概況 

 

(A)経営成績 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 １兆８,１４５億円 １兆９,２９５億円 ９４％

営 業 利 益 ３８６億円 ５６億円 ６９２％

税引前利益(△は損失) ３７８億円 △１７４億円 － 

当社株主に帰属する 

当期純利益(△は損失) 
１２８億円 △３０４億円 － 

２０１２年度第１四半期は、国内市場では、東日本大震災からの復興需要や住宅エコポ

イントを背景にした住宅着工数の増加、エコカー補助金などによる自動車販売数の伸長な

ど、景気に緩やかな回復の動きが見られたものの、薄型テレビを中心に家電市況は厳しい

状況が続きました。一方、世界経済は、一部に持ち直しの動きもありましたが、欧州の政

府債務危機の再燃などにより、全体としては減速感が広がりました。 

このような経営環境のもと、当社は、グローバルにお客様と直結できるよう再編成した

新事業体制下で、新たな収益モデルの確立と業績の回復に向け、グループ一丸となって取

り組みました。しかしながら、国内におけるＡＶ商品の需要低迷の影響を受け、当年度第

１四半期の連結売上高は１兆８,１４５億円と、前年同期比９４％となりました。 

利益につきましては、売上減や円高の影響はあったものの、固定費削減や材料合理化の

推進により、営業利益は３８６億円、税引前利益は３７８億円、当社株主に帰属する当期

純利益は１２８億円と、いずれも増益となりました。 

 

(B)経営成績(セグメント別情報) 

  a.ＡＶＣネットワークス 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ３,５９７億円 ４,４９９億円 ８０％

営業利益(△は損失) ７４億円 △３８億円 － 

ＡＶＣネットワークスの売上高は、３,５９７億円（前年同期比２０％減）となりまし

た。ノートパソコンなどの売上が前年を上回りましたが、国内の薄型テレビやＢＤレコーダー

などの売上が大幅に減少し、減収となりました。営業利益は、固定費削減や構造改革効果等

により前年から大きく改善し、７４億円となりました。 
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b.アプライアンス 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ４,３１４億円 ４,１７７億円 １０３％

営 業 利 益 ３７４億円 ３４９億円 １０７％

アプライアンスの売上高は、４,３１４億円（前年同期比３％増）となりました。コン

プレッサーやモーターの売上が前年を下回りましたが、冷蔵庫や洗濯機などの売上が伸

長し、増収となりました。営業利益は固定費削減等により前年を上回り、３７４億円と

なりました。

 

  c.システムコミュニケーションズ 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 １,６４５億円 １,８１６億円 ９１％

営業利益(△は損失) △８３億円 △９９億円 － 

システムコミュニケーションズの売上高は、１,６４５億円（前年同期比９％減）とな

りました。小型複合機やＰＢＸなどシステム関連機器の売上が減少し、減収となりました。

営業利益は前年からわずかに改善し、８３億円の損失となりました。 

 

  d.エコソリューションズ 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ３,５５２億円 ３,５６５億円 １００％

営 業 利 益 ３９億円 ６１億円 ６３％

エコソリューションズの売上高は、３,５５２億円となりました。ライティング事業や

環境システム事業の売上が伸長しましたが、国内における家庭用防災機器などエナジーシ

ステム事業の売上が減少し、全体としては前年並みの売上となりました。営業利益は前年

を下回り、３９億円となりました。

 

  e.オートモーティブシステムズ 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 １,９０７億円 １,１１７億円 １７１％

営業利益(△は損失) ４２億円 △３７億円 － 

オートモーティブシステムズの売上高は、１,９０７億円（前年同期比７１％増）とな

りました。東日本大震災の影響を受けた前年に比べ、カーオーディオやカーナビなどが売

上を伸ばし、大幅な増収となりました。営業利益は売上の増加などにより前年から大きく

改善し、４２億円となりました。 
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f.デバイス 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ３,３８２億円 ３,６４０億円 ９３％

営業利益(△は損失) ７３億円 △２７億円 － 

デバイスの売上高は、３,３８２億円（前年同期比７％減）となりました。電子部品・

電子材料の売上は前年を上回りましたが、光ピックアップや半導体などの売上が減少し、

減収となりました。営業利益は固定費削減等により前年から大きく改善し、７３億円とな

りました。 

 

g.エナジー 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 １,４２６億円 １,４５１億円 ９８％

営業利益(△は損失) １億円 △７５億円 － 

エナジーの売上高は、１,４２６億円（前年同期比２％減）となりました。車載用電池

や国内の太陽光発電システムが大幅に伸長しましたが、民生用リチウムイオン電池や乾電

池の売上が減少し、減収となりました。営業利益は固定費削減や材料合理化等により改善

し、１億円となりました。 

 

h.その他 

 ２０１２年度 

第１四半期 

２０１１年度 

第１四半期 

前年 

同期比 

売 上 高 ３,４３５億円 ４,８４５億円 ７１％

営 業 利 益 ４１億円 ３９億円 １０６％

その他の売上高は、３,４３５億円（前年同期比２９％減）となりました。２０１１年

度に実施した三洋電機関連の事業譲渡の影響などを受け、減収となりました。営業利益は

固定費削減等により、４１億円となりました。 

 

(C)財政状態 

当第１四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは５３８億円（前年同期は

３４６億円の減少）となりました。前年同期差の主な要因は、当期純利益の計上（前年同

期は損失）や運転資本（売上債権・棚卸資産・買入債務）の良化です。投資活動により増

加したキャッシュ・フローは１３億円（前年同期は５６４億円の減少）となりました。前

年同期差の主な要因は、設備投資に伴う支出の減少に加えて、保有株式や有形固定資産の

売却による収入の増加です。また、財務活動に使用したキャッシュ・フローは７３８億円

（対前年同期差３７９億円増）となりました。前年同期差の主な要因は、当四半期におけ

る短期社債の発行残高の減少です。これらに為替変動の影響を加味した結果、当第１四半

期末で現金及び現金同等物の残高は５,３６７億円となり、前年度末に比べ３７８億円減

少しました。 
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また、総資産は当第１四半期末で６兆４,３２７億円となり、前年度末に比べ１,６８３

億円減少しました。これは、円高の影響に加え、保有株式の売却や時価下落に伴う投資及

び貸付金の減少などによるものです。当社株主資本は当第１四半期末で１兆８,６７２億

円となり、前年度末に比べ６２６億円減少しました。これは、円高や保有株式の時価下落

に伴い、その他の包括利益（損失）累積額が悪化したことによるものです。当社株主資本

に非支配持分を加味した資本合計は１兆９,０４４億円となりました。 

 

（２）２０１２年度 第２四半期連結累計期間および通期の見通し 

 

現時点における連結業績見通しは、２０１２年５月１１日公表どおりで変更いたしませ

ん。 

 

 

 

＜将来見通しに関するリスク情報＞ 
 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。 

  かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていま

すのでご参照ください。 

 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 他企業との提携または M&A（パナソニック電工および三洋電機の完全子会社化後の事業再編を

含む）で期待どおりの成果を上げられない可能性 

・ パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰

延税金資産等の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他の事業活動に

混乱を与える可能性のある要素 

 

 

以  上 

 


